










法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 173(647)
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第 1項 資本の増加 (L. 225127条L. 225150条)
第 2 項 従業員による株式の引受および買付
第 1目 株式の引受または買付に関する選択権
(L. 225177条L. 2251861条)
第 2 目 従業員に割り当てられた株式の発行および市場における
買付 (L. 2251871条）
第 3目 株式の無償割当 (L. 2251971条L. 2251976条）
第 3項 資本の償却 (L. 225198条L. 225203条）
第 4項 資本の減少 (L. 225204条L. 225205条）
第 5項 会社による自己株式の引受・買付または質権の設定
(L. 225206条L. 225217条)











L. 225128条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第 3条)













L. 225129条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第 3条)















174(648) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
( 1 ) 2004年 6月24日オルドナンスについては, 鳥山恭一「海外金融法の動向 (フランス)」
金融法研究21号 (2005年) 162頁以下, 柴崎暁「立法紹介」日仏法学24号 (2007年) 138頁
以下において紹介がなされている｡
( 2 ) titres de capital existants
( 3 ) valeurs 	
donnant 
au capital
( 4 ) incorporation
( 5 ) 		














R. 225113条 取締役会または業務執行役会は, L. 225129条所定の報告書に






R. 225116条 ① 総会がその権利ま
(８)
たは権限を, L. 2251291条, L. 225





告書を作成する｡ 当該報告書は, これに加えて, R. 225115条所定の情報を含む
ものとする｡




発行価格の算定要素の選択, その確定総額について, ならびに, 資本証券または
R. 225115条第 2 項で定義される資本に対する権利を付与する有価証券の所持人
の状況に対する当該発行の効果について, 自己の意見を提示する｡
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 175(649)
( 6 ) 	
( 7 ) 

( 8 ) pouvoirs
( 9 ) autorisation
(10) indication
(証券の発行方法に関する決定権の授権)






R. 225116条 前述L. 225129条の参照条文
(資本増加の決定権限の授権)







③ L. 225135条ないし L. 2251381条, L. 225177条ないし L. 225186条,
(2004年12月30日法律第20041484号第83Ⅰ条)《および L. 2251971条ないし




























R. 225116条 前述 L. 225129条の参照条文
L. 2251293条
本条は, 2006年 3 月31日法律第2006387号により廃止された｡
(上場会社等における資本証券発行の決定権等の執行役員・担当執行役員への
授権)





(2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第 5 条) 《a) 取締役会は, 事
前に定めた範囲において, 執行役員に対し, または執行役員との合意により 1
人以上の担当執行役員に対し, 当該発行の実行を決定しおよびこれを延期する
権利を授権することができる；
《b) 業務執行役会は, その会長に対し, または会長との合意によりその構
成員の 1人に対し, 当該発行の実行を決定しおよびこれを延期する権利を授権
することができる｡




L. 2251295条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第5条)





法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 177(651)
(非常総会による決議案の宣告)




法典 L. 4435条 [L. 333218条ないし L. 333224条] 所定の要件の下において,
資本増加の実行を目的とする決議案を宣告しなければならない｡ (2004年12月





② (2005年 7 月26日法律第2005842号第42条)《 3 年ごとに, 非常総会は,
L. 225102条を適用して, 取締役会または業務執行役会から総会に提出された
報告書に鑑み, 会社および L. 225180条の意味において当該会社に関連する 1
または 2以上の会社の従業員により保有される株式が資本の 3パーセント以上
を表章するときは, 労働法典 (2012年 3 月22日法律第2012387号第131
｡
条)
《第 3部第 3編第 3章第 2節第 4款》所定の要件の下において, 資本増加の実
行を目的とする決議案を宣告するため, 招集される｡ (2012年 3 月22日法律第
2012387号第132
｡




社が, 労働法典 L. 33441条第 2 項所定の要件の下に, 被支配会社の従業員に
利益をもたらしうる資本増加の措置を実施するときは, 本条第 1項および第 2
項は, 本法典 L. 23316条の意味における被支配会社に対しては，適用されな
い｡》
(総会による資本増加の決定)














れるときは, 総会は, L. 22596条の規定にかかわらず, L. 22598条所定の定





















② 資本証券の名義額の引上による資本増加は, 前項所定の場合を除き, 株主
全員一致の同意をもってのみ決定されることができる｡
(資本証券の売却より生じる金額の分配)
R. 225130条 L. 225130条所定の売却より生じた金額は, 付与された資本証
券の総数についての自己の計算による記載の日から30日内に, その権利の名義人
に対して分配される｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第165条第 1項)
(資本増加の前提要件)
L. 225131条 ① 資本は, 金銭において払い込まれるべきすべての新株
発行前に, 完全に払い込まれなければならない (2004年 6 月24日オルドナンス
翻
訳









② 加えて, (2009年 1 月22日オルドナンス第200980号第11Ⅱ条)《公募によ
り,》L. 22512条ないし L. 22516条に従い, 会社の設立後少なくとも 2 年内





L. 225132条 ① 株式は, 資本増加に対する引受優先権を有する｡
② 株主は, その株式の額に比例して, 資本増加を実行するために発行される
金銭株式の引受優先権を有する｡ (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号
第51Ⅴ条により削除)《これに反する条項は, すべて記載がないものとみなさ
れる｡》












⑤ (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第 7 条)《優先株式の転換に
関する決定は, 転換により生じる株式に対する引受優先権につき, 株主による
放棄をもたらす｡










180(654) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)



























③ 特定の受益者の表示のない放棄は, 無記名式株式については, 対応する利札,
証券の保管者証明書または株主の放棄を認証する通貨金融法典 R. 2114条所定











法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 181(655)
(22) souscription titre 	

(23) souscription titre 	


































L. 2251291条または L. 2251292条所定の要件の
下において委ねる場合であれ, 資本増加の総額につき, または当該増加の 1部













182(656) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(24) 	
(25) autoriser
る場合であれ, その権利を L. 2251291条に定める要件のもとで授権する場合
であれ, 当該総会は, L.225136条1
｡























































R. 225115条 ① 総会が自ら引受優先権の排除とともに資本増加の方法すべ
てを決定するときは, R. 225114条所定の報告書はまた, 資本証券および資本に
対する権利を付与する有価証券の名義人の状況に対する提案された発行による効
果, とりわけ最終の事業年度終結時の自己資本に対するその割当比率を記載する｡















② 会計監査役は, 優先権の排除の提案, 発行価格の算定要素の選択，および発
行総額, ならびに資本証券および自己資本との関係上評価を受ける資本に対する
権利を付与する有価証券の名義人の状況に対する発行の効果, および必要な場合





R. 225116条 前述 L. 225129条の参照条文
(取締役会・業務執行役会および会計監査役の報告書)
R. 225117条 ① 株主および投資証書の所持人に対しその引受優先権を放棄
することが要求される場合であれ, これが要求されない場合であれ, L. 22891
条および L. 22893条所定の有価証券の発行を授権するために招集された総会に
対する取締役会または業務執行役会および会計監査役の報告書の内容は, R. 225
113条および R. 225114条により, ならびに，場合によっては R. 225115条また





























R. 225119条 L. 225136条 1
｡
第 1 項の適用において, 当該価格は, 場合によ








































































において, 通知書は, 有価証券の主要な内容, とりわけ当該有価証券が権利を与
える資本証券の割当方法, ならびに当該割当権が行使されうる期日についても記
載する｡
③ 本条所定の事項は, 受領通知請求とともになす書留郵便により, 予定される
引受期日終了日の少なくとも14日前に, 株主に報知される｡
④ (2008年 3 月13日デクレ第2008258号第 4 条)《会社のすべての株式が記名




⑤ 《しかしながら, 当該会社が (2009年 5月19日デクレ第2009557号第 3Ⅹ条)
《通貨金融法典 L. 4111条の意味における公募により, 本条第 1項所定の発行手
続を行う》ときは, 当該会社はこれら事項を引受期間終了の少なくとも14日前に
(2009年 5 月19日デクレ第2009557号第 3Ⅹ条)《同法典 L. 4121》条所定の方
法により公示して, それにより第 1項ないし第 4項所定の手続を免除される｡》
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第156条)
(公示の免除)




R. 225122条 前述 L. 225132条の参照条文
(虚有権者の懈怠)
R. 225123条 ① 株式の虚有権者が, 株主に与えられた引受期間満了の 1週
間前に, 新株の引受も引受権の売却をもなさないときには, 当該虚有権者は, 会
社により発行される新株につき, 用益権者に対する関係において, その引受優先

























































R. 225126条 ① 株式発行を公衆へ知らせる (2008年 3 月13日デクレ第2008
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 187(661)
(33) 原文は, dernier de l’article R. 225120となっており, R. 225120条最終項と
なるが, 2009年の改正により最終項が新たに付け加えられた結果，告知書に言及している

































































R. 225129条 金銭引受より生じる資金は, R. 2256条所定の要件の下におい
て寄託される｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第164条)
188(662) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
翻訳
(資本証券の売却より生じる金額の分配)
R. 225130条 前述 L. 225130条の参照条文
(引受優先期間の最短期間)
R. 225131条 L. 225135条所定の引受優先期間の最短期間は, 3 取引日とす
る｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第165条第 2項)
(業務執行役会長または執行役員のなしうる行為)
R. 225132条 業務執行役会長または執行役員は, 事業年度閉鎖に続く月のう








旨の通知書に含まれる事項は, 当該停止の効力発生期日の 7日以上前に, 受領通
知請求とともになされる書留郵便により, 資本に対する権利を付与する有価証券
の所持人に対して報知される｡ (2009年 5 月19日デクレ第2009557号第 3XI条)
《資本に対する権利を付与する当該会社の有価証券が規制市場における取引が認
められている場合, または当該資本に対する権利を付与する有価証券のすべて



























R. 225134条 会社に対する債権との相殺による株式払込の場合において, 当
該債権は, 取締役会または業務執行役会により作成され, かつ会計監査役により
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 189(663)
(証券数の増加の決定)






















R. 225136条 ① 現物出資または特別利益の約定のある場合においては, 出
資検査役が, R. 2257条所定の要件の下で選任され，かつその職務を遂行する｡
R. 2258条の規定は, 現物出資の場合に適用される｡
② 特定の株主のために優先株を発行する場合において, L. 22815条所定の出
























R. 225118条 前述 L. 225135条の参照条文
(公募または募集による資本証券の発行)























(2009年 1 月22日オルドナンス第200980号第11－Ⅲ条)《 3
｡
通貨金融法典




法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 191(665)
(取締役会または業務執行役会の補完的な報告書)
R. 225116条 前述 L. 225129条の参照条文
(公募または募集による資本証券の発行価格)
R. 225119条 前述 L. 225135条の参照条文
L. 225137条
本条は, 2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅶ条により廃止さ
れた｡
(資本増加の決定の留保)
L. 225138条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第13条)
Ⅰ.－① 資本増加を決定する非常総会は, 名指しで指定された 1 人もしくは
複数人の者に対し, または特定の内容に対応する者の 1つもしくは複数の範疇
の者に対し, 当該増加を割り当てることができる｡ この目的のため, 当該総会
は, 引受優先権を排除することができる｡ 当該措置により利益を受ける名指し
で指定された者は, 議決に加わることができない｡ 要求される定足数および多
数決は, それらの者が保有する株式を控除した後に算定される｡ L. 225147条
所定の手続は, 適用されない｡
② 非常総会が定める特徴に対応する者の 1つまたは複数の範疇の者のため
に, 当該総会が引受優先権を排除するときは, 当該総会は, 取締役会または業



















192(666) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(35) soin




R. 225116条 前述 L. 225129条の参照条文
(企業の財形貯蓄計画の加入者に割り当てられる資本増加)




L. 4435条 [L. 333218条] 第 1 項の適用について, その会社の従業員または
L. 225180条の意味において当該会社に関連づけられる会社の従業員のために,
非常総会が引受優先権を排除したときは (2004年 6 月24日オルドナンス第
2004604号第14Ⅰ条)《, L. 225138条ⅠⅡの規定が適用され, かつ：
1
｡










れた証券の総額を限度としてのみ, 実行される｡ 当該増加は, L. 225142条,
L. 225144条および L. 225146条所定の手続を要しない；





























4431条 [L. 33321条] 記載の財形貯蓄計画の加入者に割り当てられる資本証





③ 《労働法典 L. 4431条 [L. 33321条] 所定の企業の財形貯蓄計画の加入






L. 225139条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第15条) コ
ンセイユ・デタの議を経たデクレは, 優先株または資本に対する権利を付与す













194(668) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
[参照条文]
前述 R. 225113条以下 (前述 L. 225129条の参照条文および同 L. 225135条の参
照条文) ならびに R. 22817条以下
(用益権が設定された場合における引受優先権)
L. 225140条 ① (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第16条)













② (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第16条)《新証券》は, 虚有
権に関しては虚有権者に, 用益権に関しては用益権者に属する｡ ただし, 引受
を実行または完了するため, 虚有権者または用益権者により資金が払い込まれ
















R. 225123条 前述 L. 225135条の参照条文
(引受権行使期間)
L. 225141条 ① 引受権行使のために株主に与えられる期間は, 引受開始
の日から起算して (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第17条)《 5 取
引日 [旧規定：10取引日]》を下ることができない｡









R. 225120条, R. 225121条, R. 225124条ないしR. 225127条
いずれも, 前述 L. 225135条の参照条文
(引受証)

















196(670) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(引受証)
R. 225128条 前述 L. 225135条の参照条文
(金銭引受株式の払込)
L. 225144条 ① 金銭引受による株式は, その名義額の 4分の 1以上およ
び発行プレミアムあるときはその全額が, 引受に際して払い込まれなければな
らない｡ 残余の払込は, 資本増加が確定された期日から起算して 5年内に, 1
または数回にわたり行われなければならない｡
② L. 2255条第 1 項の規定は, 引受人の一覧表に関する規定を除き, 適用さ











つき, (2009年 1 月22日オルドナンス第200980
号第11Ⅳ条)《通貨金融法典 L. 4112条Ⅱ所定の公募または募集》を行う会社
において, (2001年12月11日法律第20011168号)《通貨金融法典 L. 3211条 6


























R. 225134条 前述 L. 225135条の参照条文
(現物出資による資本増加)
L. 225147条 ① 現物出資または特別利益の約定のある場合において, 1
名または 2 名以上の出資検査役が (2012年 3 月22日法律第2012387号第 7Ⅲ
条)《株主の全員一致, またはこれがないときは》裁判所の決定により選任さ
れる｡ 当該検査役は, (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第19条)《L.
82211》条所定の兼職禁止に服する｡
② 当該検査役は, 自己の責任において, 現物出資の価格および特別利益を評
















198(672) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
者, 特別利益受益者またはこの目的のため適法に授権されたその受任者による
明示的同意が要求される｡ これを欠くときは，資本増加は実現されない。
⑤ (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第19条)《現物出資の対価と
して発行される資本証券は, その発行のときに即時全額払い込まれる｡





な権利を授権することができる｡ 取締役会または業務執行役会は, 同条第 3項




R. 225136条 前述 L. 225135条の参照条文
(現物出資による資本増加)






有効に実行された日付の前 3ヶ月の期間経過内に, その通貨市場商品が 1つ以
上の規制市場において取引された加重平均価格により評価されていた場合にお
いて, ヨーロッパ理事会 85/611/CEE指令および 93/6/CEE指令ならびにヨー
ロッパ議会およびヨーロッパ理事会 2000/12/CE指令を修正し, かつヨーロッ
パ理事会 93/22/CE指令を廃止する, 金融商品市場に関する2004年 4 月21日ヨ




出資が有効に実行された日付の前 6ヶ月内に, 当該項目が L. 225147条
翻
訳






Ⅱ. － 現物出資は, 次の場合, 取締役会または執行役会の発案によりか
















以上を表章する 1人もしくは 2人以上の株主または L. 225120条所定の要件に









L. 225148条 ① 株式が規制市場における取引を認められた会社が, その
株式がヨーロッパ経済地域に関する協定の当事国または経済協力開発機構の構




た証券への対価を払うために, 資本の増加手続を行う場合には, L. 225147条
の規定は適用されない｡
② 資本増加は, (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅷ条)《L.











(42) offre publique 	






L. 225149条 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第20条)
① 資本に対する権利を付与する有価証券に付着した権利の行使より生じる資



















R. 225132条 前述L. 225135条の参照条文
(権利行使による資本証券の取得可能性の停止)
















R. 225133条 前述L. 225135条の参照条文
(発行会社による自己証券に付着する権利の取消)





L. 2251493条 (2012年 3 月22日法律2012387号第20条) ①L. 225




, L. 225138条, L.
225142条および L. 225143条, L. 225144条第 3 項, L. 225145条ないし L.
225147条, L. 225148条第 2 項, L. 225149条第 3 項ならびに L. 2251492条




② L. 225129条第 1 項および L. 2251291条第 1 項, L. 2251292条第 1 項
および第 2 項, L. 2251296条第 1 項, L. 225130条第 1 項第 1 文および第 2










(45) injonction de faire
202(676) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
違反してなされた決定は, 無効とする｡
③ L. 23332条に違反してなされた決定, ならびに本条第 2 項で規定した条
項以外の本款本 1項の条項に違反してなされた決定は, 取消にされることがで
きる｡
④ L. 225127条および L. 225128条, L. 225132条第 1 項および L. 225135
条第 1項, L. 225140条ならびに L. 225148条第 1項は, 本条に服さない｡
(議決権および配当請求権の停止)











(46) 商法典第 2 編第 2 章第 5 節第 4 款において, 同第 2 項《株式引受債券付社債》(L.
225150条ないし L. 225160条), 同第 3 項《株式転換社債》(L. 225161条ないし L. 225
167条) ならびに同第 4項《株式交換社債》(L. 225168条ないし L. 225176条) は, 廃止
された｡ 同第 5項, 第 6項, 第 7項および第 8項は, それぞれ同第 2項, 第 3項, 第 4項
および第 5項になった (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第51Ⅸ条)｡
商法典第 2編第 2章第 5節第 4款第 2項第 3項第 4項, および同第 8節第 6款所定の制
度にもとづき発行された, 資本に対する権利を付与する有価証券もしくは債権証券の割当
に対する権利を付与する有価証券は, その発行契約が2004年 6 月24日オルドナンス第
2004604号の施行日より以前であるときは, 発行契約により定められた所持人の権利を維
持することを留保し, 同オルドナンスの施行より起算して, 同法典第 2編第 2章第 8節第
3款 [消滅途上にある証券類型に適用される規定] ならびに同第 6款 [資本に対する権利
を付与しまたは債権証券の割当に対する権利を付与する有価証券] により規律される
(2004年 6 月24日オルドナンス第2004604号第64Ⅱ条｡ 2004年12月 9 日法律第20041343
号第78XXVII条により修正｡ JO 10 )｡
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 203(677)











(2001年 5 月15日法律第2001420号)《38箇月 (旧規定： 5 年)》を超えること
ができない｡ (2001年 5 月15日法律第2001420号)《ただし, 新たな経済の制御

































(49) situation nette comptable
(50) 	
























































R. 225137条 L. 225181条に従って, 株式の引受または買付に関する選択権






R. 225138条 株式の引受または買付に関する選択権がある場合, 規制市場上
で取引が認められている株式の買付を行う会社は, 買付の価格が株式相場よりも
高いとき, これらの証券が取得できる株式数の調整を行う｡





③ このために, 一方では, 買戻し価
(56)
格と少なくとも当該買戻しに先行して

























(59) pourcentage du capital 
(60) 
(61) 	ajustements successifs
206(680) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
翻訳



































R. 225143条 R. 225137条ないし R. 225142条所定の調整の結果にかかわら
ず, 付与された未行使の選択権の総額は, 会社資本の 3分の 1を超える株式数を
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 207(681)
(62) incorporation






L. 225178条 ① 非常総会により与えられる授権は, 選択権の受益者のた
めに, 当該選択権の行使に応じて発行される株式の引受に関する自らの優先権
の株主による明示的放棄をもたらす｡
② 当該選択権の行使によりもたらされる資本の増加は, L. 225142条, L.




③ (2008年 8 月 4 日法律第2008776号第57Ⅳ条)《各事業年度終結後最初の
招集の際に, 取締役会または場合により業務執行役会は, 必要があれば, 当該
事業年度期間中に選択権の行使の結果発行された株式の数および額を確認し,
会社の資本金額およびこれを表章する株式数に関する定款の条項に必要な変更































(68) bulletins de souscription
208(682) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
なく, 実行される｡ R. 225129条および R. 225135条は，適用されえない｡
② L. 225178条の適用により生じる定款の変更は, R. 2109条所定の条件にお
いて 1月の期間内に公示される｡ 同一の期間内に, 定款の変更は商事裁判所書記
課に申告され, かつ R. 12399条に従い公示される｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第17421条)
(従業員の株式買付選択権)
L. 225179条 ① 非常総会は, 当該会社の有給の従業員またはそのうちの




(2001年 5 月15日法律第2001420号)《非常総会は, この授権が取締役会または
業務執行役会により行使されることができる期間を定め，この期間は, 38箇月
を超えることができない｡ ただし, 新たな経済の制御に関する2001年 5 月15日
法律第2001420号の公布日 [ 5 月16日官報] 以前の授権は, その期限まで有効
である｡》
② この場合には, (2001年 5 月15日法律第2001420号) L. 225177条《第 2
項および第 4項ないし第 7項》の規定が適用されうる｡ 加えて, 当該選択権が














(69) options donnant droit l’achat d’action
(70) au titre de















典 L. 51130条ないし L. 51132条の意味でそれらに系列化されている (2013年
6 月27日オルドナンス第2013544号第 72
｡





複数の中央機関もしくは金融機関または系列化された (2013年 6 月27日オルド
ナンス第2013544号第 72
｡
条, 2014年 1 月 1 日施行)《会社》により直接また
は間接に, その 1つによりまたは共同してその資本の50％以上が保有されてい
る企業体の従業員に対しても，L. 225177条ないし L. 225179条と同じ条件の
下に, 付与されることができる｡》
(選択権の受益者の保護)
L. 225181条 ① 株式の引受または買付について確定された価格は, 選択
期間中変更されることができない｡ (2004年 6 月24日オルドナンス第2004604
号第51Ⅹ条により削除)《ただし, 会社が L. 225161条第 5項および第 6項,

























行を行うときには, 会社は, L. 22899条所定の条件にもとづき, 選択権の受
益者の利益の保護に必要な措置をとらなければならない｡》
[参照条文] R. 225140条ないし R. 225145条 (前述 L. 225177条の参照条文お
よび前述 L. 225178条の参照条文)
(選択権の付与に対する制限)













③ 受益者が死亡した場合には, 死亡の日から 6箇月の期間内に，その相続人
翻
訳
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 211(685)
(73) modification de la 	des 
	





L. 225184条 (2001年 5 月15日法律第2001420号) ① 特別報告書は,







－ 当該 1年間に, 各受任者が当該会社において実行する委任および職務にも
とづき, L. 23316条の意味で支配されている会社によって，当該各受任者に
付与された株式の引受または買付に関する選択権の数, 払込期日および価格；












④ (2008年12月 3 日法律第2008－1258号第22－Ⅲ条)《当該報告書はまた,






















旧③ 2001年 5 月15日法律第2001420号により廃止
③ 選択権の割り当ての場合, 会社の設立後または会社の従業員もしくは会社
受任者により会社の資本の過半数の買戻しの後 2年間, L. 225182条の最終項
所定の最高値は
(77)
, 資本の 3分の 1とされる｡
④ (2001年 5 月15日法律第2001420号)《株式発行会社の取締役会長, 執行
役員, 担当執行役員, 業務執行役会構成員または業務執行者は, L. 225177条























L. 225186条 (2001年 5 月15日法律第2001420号) L. 225177条ない












いてのみ, L. 225185条第 4項所定の者に対して割り当てられることができる：
1号 L. 225177条ないし L. 225186条所定の条件において, 当該会社が, そ
のすべての従業員および L. 2103条の適用下にあり，かつ L. 2331条の意味に
おける当該会社の子会社における従業員全体のうち90％以上のために, 選択権
の割当を行う；
2号 L. 2251971条ないし L. 2251975条所定の条件において, 当該会社は,
そのすべての従業員および L. 2103条の適用下にあり，かつ L. 2331条の意味
における当該会社の子会社における従業員全体のうち90％以上のために, 株式
の無償割当を行う；


























214(688) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
て, かつ本法典 L. 2103条の適用下にあり，かつ L. 2331条の意味における当
該会社の子会社における従業員全体のうち90％以上のために, 有効となる｡ 当
該会社または前述の子会社において, 協定が有効であり, または前事業年度の
名目で有効であった場合, 労働所得のための2008年12月 3 日法律第20081258











[参照条文] R. 225137条ないし R. 225145条 (前述L. 225177条の参照条文お
よび前述 L. 225178条の参照条文)
第 2目 従業員に割り当てられた株式の発行および市場における買付




L. 2251871条 (2001年 2 月19日法律第2001152号第29Ⅰ5
｡
条)
L. 225192条ないし L. 225194条および L. 225197条は, 給与からの積立に関
する2001年 2 月19日法律第2001152号の公布日 [ 2 月20日官報] 以前の条文に
おいて, 同公布日から 5年の期間が満了するまで, 適用される｡



















② 《非常総会は, 第 1項で定められている条件の下で割り当てられることが
できる会社資本に対する最大割合を定める｡ 無償で割り当てられる株式の総数
は, 取締役会または業務執行役会による当該割当の決定日における会社資本の










企業の定義に関する2003年 5 月 6 日欧州委員会勧告 EC2003/361 号附則 2 条所


































⑤ 受益者への株式の割当は, 取得期間の最終日に確定され， 2年を下回るこ
とができない当該最短取得期間は非常総会により決定される｡ ただし, 社会保
障法典 L. 3414条所定の第 2種または第 3種の等級に対応する受益者の廃失の
(90)
場合には, 総会は, 取得期間の最終日以前に, 株式の確定的な割当を定めるこ
とができる｡
⑥ 《非常総会はまた, 受益者による株式の保有義務に関する最短期間をも確
定する｡ この期間は株式の確定的な割当日から起算され, 2 年を下回ることが
できない｡ ただし, 当該株式は, 社会保障法典の上記範疇の等級に対応する受
益者の廃失の場合には, 自由に譲渡することができる｡
⑦ 《非常総会が割り当てられた株式の全部または一部に対する第 5項所定の






















Ⅱ－ ① 株式発行会社の取締役会長, 執行役員, 担当執行役員, 業務執行役




るならば, L. 2251972条所定の条件で, (2008年12月 3 日法律第20081258号
































































L. 51130条ないし L. 51132条の意味でそれらに系列化されている (2013年 6
月27日オルドナンス第2013544号第 73
｡
条, 2014年 1月 1日施行)《融資会社》
により直接または間接に, その 1つによりにまたは共同して支配されている企
業によって, 上述の会社の従業員ならびにかかる単一の中央機関, 複数の中央
機関》(2013年 6 月27日オルドナンス第2013544号第 73
｡
条, 2014年 1 月 1 日




法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 219(693)
(95) donnant au capital 
(96) fonds commun de placement
ても，L. 2251971条所定の条件と同じ条件で割り当てられることもできる｡》
(権利の譲渡)
L. 2251973条 ① 株式の無償割当の結果生ずる権利は, 取得期日まで譲
渡することができない｡








づき, 当該会社または L. 2251972条所定の条件において当該会社に結合され
ている会社により, 当該各受任者に対して無償で割り当てられた株式の数およ
び価格；
－ 当該会社において実行している委任および職務にもとづき, L. 23316条
の意味で支配されている会社により, 当該各受任者に対して無償で割り当てら
れた株式の数および価格｡

















220(694) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(親会社への報知)




L. 2251976条 (2008年12月 3 日法律第20081258号第22Ⅴ条) その
証券が規制市場上での取引の認められている会社において, L. 2251971条Ⅱ
第 1項および第 2項の枠組みの中で, 株式は, 株式が割り当てられる事業年度
という名目で, 当該会社が次の条件のうち 1つ以上を満たす場合においてのみ,
割り当てられることができる：
1 号 会社は, L. 2251971条ないし2251975条所定の条件にもとづき, 当
該会社のすべての従業員および L. 2103条の適用下にありかつ L. 2331条の意
味における当該会社の子会社の従業員全体のうち90％以上の者のために, 株式
の無償割当を行う；
2号 L. 225177条ないし L. 225186条所定の条件において, 当該会社は，そ
のすべての従業員および L. 2103条の適用下にあり，かつ L. 2331条の意味に
おける当該会社の子会社における従業員全体のうち90％以上のために, 選択権
の割当を行う；
3 号 労働法典 L. 33122条の意味における利益参加に関する協定, 同法典 L.
33242条の意味における違法な労働者参加に関する協定または同法典 L. 3323
6条の意味における任意の労働者参加に関する協定は, 当該会社の内部におい
て, かつ本法典 L. 2103条の適用下にあり，かつ L. 2331条の意味における当
該会社の子会社における従業員全体のうち90％以上のために, 有効となる｡ 当
該会社または前述の子会社において, 協定が有効であり, または前事業年度の
名目で有効であった場合, 労働所得のための2008年12月 3 日法律第20081258
号の公布日 [12月 4 日官報] 以後に総会により授権された最初の割当は, 当該
会社が協定または付加文書により各合意の計算方法を変更する場合もしくは労




法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 221(695)
を除き, 行われることができない｡
第 3項 資本の償却 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004－604号第51－Ⅸ条)
(資本の償却・享益株)
L. 225198条 ① 資本の償却は, 定款の規定または非常総会の決議により,













L. 225200条 ① 資本が, あるいは資本株および全部または一部の償却さ
れた株式に分割されているか，あるいは不均等に償却された株式に分割されて
いるときは, 株主総会は, 定款変更に必要な条件の下において, 全部または一
部が償却された株式の資本株への転換を決議することができる｡
② このために, 株主総会は, その一部が償却された株式のために, 基本配当
または当該株式が権利を与えることのできる定款所定の利息を支払った後に,












222(696) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(97) droit au premier dividende
(1966年 7 月24日法律第66537号第211条)
(準備金勘定への記載)
R. 225146条 ① L. 225200条第 2 項の適用による会社利益からの控除額は,
準備金勘定に記載される｡





R. 225147条 R. 225146条第 1 項所定の準備金勘定の額が株式の償却額また
は対応する種類株式の償却額に等しいときは, 償却された株式の資本株への転換
がなされ, かつ会社の定款は L. 225203条の規定に従って変更される｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第176条)
(償却額の払込)





[参照条文] R. 225146条 (前述 L. 225200条の参照条文)
(転換に伴う定款変更)





R. 225149条 ① その全部または一部が償却されかつ資本株への転換が決議





法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 223(697)












[参照条文] R. 225147条 (前述 L. 225200条の参照条文)
第 4項 資本の減少 (2004年 6 月24日オルドナンス第2004－604号第51－Ⅸ条)
(資本減少の手続)

























R. 225150条 L. 225204条または L. 225209条の適用により, 当該行為に関
する決定を下すために必要な通常総会の開催前少なくとも15日前に, 会社は, R.











② 裁判所による決定は, 当該異議を却下し, または債権の弁済，あるいは当
該会社が申し立てかつ相当と認められるとき担保の設定を命令する｡
③ 資本減少の実行は, 当該異議の期間中, および場合により第一審において
この異議に関する決定が下される前には，着手することができない｡











法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 225(699)
(98) 
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第180条)
第 5項 会社による自己株式の引受, 買付または質権の設定 (2004年 6 月24日
オルドナンス第2004－604号第51－Ⅸ条)
(自己株式の引受および買付)








ときは, この者は, 発起人, または場合により取締役会構成員または業務執行
役会構成員と連帯して株式の払込をしなければならない｡ さらに, この者は,
自己の計算で当該株式を引き受けたものとみなされる｡
Ⅱ－ ① 会社による自己株式の買付は, L. 225207条ないし L. 225217条所
定の条件および方式の下で授権される｡
② 会社の計算で行為をする者による株式の買付は, 投資サービス業従事者ま

















新聞紙に, 加えて (2009年 5 月19日デクレ第2009－557号第3－XII条)《会社の株
式が規制市場上での取引の認められている場合》またはすべての株式が記名式で
226(700) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
翻訳
ない場合には, 義務的法定公告官報にも掲載される｡





R. 225154条 ① R. 225153条所定の通知書は, 社名および会社の形態, 会










社資本は, 買い付けられた株式の限度まで減少される｡ ただし, 取締役会または
場合により業務執行役会は, 資本の減少を授権した総会の決議により指定された
期間内にこれを行うことを条件として，当初に定められた株式数全部の買付まで,




R. 225156条 ① 資本の増加, 資本に対して権利を付与する有価証券の発行,
合併または分割を容易にするために, 総会が, 取締役会または場合により業務執
行役会に対して消却することを目的とする少数の株式の買付を授権したときは,







R. 225157条 R. 225153条ないし R. 225155条の規定は, L. 225209条を適
法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 227(701)
(取締役会または業務執行役会への授権)






























② 株式が通貨金融法典 R. 2111条以下の規定に従って口座に記載されるとき







③ 資本の減少が L. 225207条所定の方法に従って実行されるときは, 当該株式




228(702) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(99) registre des actions nominatives





L. 225209条 ① その株式が規制市場上での取引を認められている会社の






















③ (2004年 6 月24日オルドナンス2004604号第23条)《取締役会は, 執行役
員に, または執行役員の同意に基づき 1人または 2人以上の担当執行役員に,
(2009年 1 月30日オルドナンス2009105号第 1Ⅰ条)《第 1 項所定の行為》を
実行するのに必要な権限を委譲することができる｡ 業務執行役会は, 業務執行













法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 229(703)
④ 当該株式の取得, 譲渡または転換は, あらゆる方法によってなされる｡
当該株式は, 会社資本の10％制限内で, 24箇月の期間毎に消却されることがで
きる｡ (2009年 1 月30日オルドナンス2009105号第 1Ⅰ条により削除)《会社
は、このように行われた買付，譲渡，転換および消却を,（2003年 8 月 1 日法











































R. 225151条 L. 225209条所定の上限の決定のために, 総会は, 取得される
ことのできるであろう証券の最大数ならびに当該行為の最高額を定める｡
(1967年 3 月23日デクレ第67236号第1791条)
R. 225157条 (前述 L. 225206条の参照条文)
(同上)
L. 2252091条 (2012年 3 月22日法律第2012387号第152
｡
条により削除)







総会は, 当該行為の方式ならびに上限を定める｡ この授権は, 18箇月間を超え
て与えられることができない｡ 企業委員会は, 総会により可決された決議を報
知される｡





③ 取締役会は, 執行役員に, または執行役員の同意に基づき 1人または 2人








法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 231(705)
④ 当該株式の取得, 譲渡または転換は, あらゆる方法でなされる｡ (2009年



















－ 225208条所定の行為または労働法典 L. 33321条以下の枠組みにおいて発






















(109) mise en vente
232(706) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
ときは, 会社資本の10％；
－ 当該買戻しが第 3項所定の行為のために授権されているときは, 会社資本
の 5％｡
③ 通常総会は, 当該行為の目的を明示する｡ 通常総会は, 総会が取得を授権
する株式の最大数, 価格または価格の決定方法ならびに12箇月を超えることが
できない授権期間を定める｡
④ 買い戻される株式の代金は, 本法典 L. 23211条第 2 項に従って総会が処
分権を有する準備金から控除する方法で支払われる｡











⑧ 取締役会は執行役員に, または執行役員の同意に基づき 1人または 2人以
上の担当執行役員に, 当該行為を実行するのに必要な権限を委譲することがで





⑨ 会計監査役は, 終結した直近の事業年度中に株式が買い戻され, かつ利用
された条件に関する特別報告書を, 年次通常総会に提出する｡
⑩ 買い戻された株式は, 会社資本の10％の制限内で, 24箇月の期間毎に消却
されることができる｡ 買付株式を消却する場合には, 資本減少は, 取締役会ま
翻
訳










R. 2251601条 (2014年 5 月26日デクレ第2014543号第 3条) ① L. 225
2092条所定の鑑定人は, 株主の全員一致, またはそれがない場合には会社指揮
者による裁判上の請求について判定を下す商事裁判所長により選任される｡
② 鑑定人は, L. 8221条所定の名簿に記載されている会計監査役の中から, も
しくは上級裁判所または下級裁判所により作成される名簿に記載されている鑑定
人の中から選出される｡
③ 鑑定人は, L. 82211条の意味における独立性を侵害する会社との関係性を
提示してはならない｡
(鑑定人報告書の記載事項)
R. 2251602条 (2014年 5 月26日デクレ第2014543号第 3 条) ① 鑑定





































③ 会社は, 法定の準備金とは別に, 少なくとも会社が所有する株式全体の価
値と等しい額の準備金を保有しなければならない｡
④ 会社により所有される株式は, 配当に関する権利を与えられず, かつ議決
権をはく奪される｡








L. 225211条 ① (2014年 7 月31日オルドナンス2014863号第24条)《L.








法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 235(709)
(112) non distribuables
(113) capitaux propres
(114) registres des achats et des ventes
② 取締役会または場合により業務執行役会は, L. 225100条所定の報告書に
おいて, (2014年 7 月31日オルドナンス第2014863号第24条)《L. 225208条,























R. 225160条 ① (2014年 5 月26日デクレ第2014543号第 2条)《L. 225209
条および L. 2252092条》を適用して実行された行為を記録するために L. 225
211条を適用して保管されている買付および売却の記録簿は, 買付行為と売却行
為を区別して表示する｡
② これら行為の各々について, 記録簿は, 実行された取引順に次の事項を表示
する：
1号 当該行為の日付；




















7 号 必要があれば, 会社の計算で自己の名において行為をする者の名前｡




L. 225212条 ① 会社は, (2003年 8 月 1 日法律第2003706号第46Ⅴ条)




ならない｡ (2009年 1 月30日オルドナンス第2009105号第1Ⅴ条)《会社は, 毎
月, 金融市場庁に対して, 実行した取得, 譲渡, 消却および転換を報告する｡》
② (2003年 8 月 1 日法律第2003706号第46Ⅰ条)《金融市場庁》は, 上記の
問題に関して同庁が必要と判断する一切の説明または証明を会社に求めること
ができる｡









L. 225213条 ① (2012年 3 月14日法律第2012354号第6Ⅰ3
｡
条)《L.












② しかしながら, 当該株式は, 会社がその資本の10％以上を所有することに












L. 225215条 ① 会社が, 直接的にまたは会社の計算で自己の名において
行為をする者の介在により自己株式に質権を設定することは禁止される｡




③ 本条所定の禁止は, 金融機関 (2013年 6 月27日オルドナンス第2013544号
第 74
｡














238(712) 法と政治 66巻 3号 (2015年 11月)
(117) titre universel
に, 資金を拠出し, 貸付を与え，または担保を承認することができない｡
② (2001年 2 月19日法律第2001152号)《本条の規定は, (2013年 6 月27日オ
ルドナンス第2013544号第 75
｡
条｡ 2014年 1 月 1 日施行)《金融機関および金
融会社》の日常の取引，および従業員による当該会社, その子会社の一つまた








法と政治 66巻 3号 (2015年 11月) 239(713)
